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鉄軌道事業者　新旧名称対照表� 50 音順
旧名称 現名称

会社名 略称 会社名 略称
池上電気鉄道株式会社 池上電鉄 東京急行電鉄株式会社（池上線） 東急電鉄
伊勢電気鉄道株式会社 伊勢電鉄 近畿日本鉄道株式会社（名古屋線） 近畿日本鉄道
江ノ島電気鉄道株式会社 江ノ島電鉄 江ノ島電鉄株式会社 江ノ島電鉄
（後に江の島鎌倉観光株式会社） − （同上） （同上）
大阪市電気局臨時高速鉄道建設部 大阪市高速軌道 大阪市交通局 −
小田原急行電鉄株式会社 小田原急行鉄道 小田急電鉄株式会社 小田急電鉄
九州鉄道株式会社 九州鉄道 国有鉄道へ −
九州電気軌道株式会社 九州電軌 西日本鉄道株式会社 西日本鉄道
京都電気鉄道株式会社 京都電気鉄道 京都市交通局 −
栗原電鉄株式会社 栗原電鉄 くりはら田園鉄道線（廃止） −
（後に宮城中央交通株式会社） 宮城中央交通 （同上） −
黒部鉄道株式会社 黒部鉄道 富山地方鉄道株式会社 富山地方鉄道
京王電気軌道株式会社 京王軌道 京王電鉄株式会社 京王電鉄
（後に京王帝都電鉄株式会社） 京王帝都電鉄 （同上） （同上）
京成電気軌道株式会社 京成電軌 京成電鉄株式会社 京成電鉄
京浜電気鉄道株式会社 京浜鉄道 京浜急行電鉄株式会社 京急電鉄
甲武鉄道株式会社 甲武鉄道 国有鉄道へ −
高野山電気鉄道株式会社 高野山電鉄 南海電気鉄道株式会社（高野線） 南海電鉄
札幌電気軌道株式会社 札幌電軌 札幌市交通局 −
参宮急行電鉄株式会社 参宮急行電鉄 近畿日本鉄道株式会社 近畿日本鉄道
山陽鉄道株式会社 山陽鉄道 国有鉄道へ −
静岡電気鉄道株式会社 静岡電鉄 静岡鉄道株式会社 静岡鉄道
下野電気鉄道株式会社 下野電鉄 東武鉄道株式会社（鬼怒川線） 東武鉄道
湘南電気鉄道株式会社 湘南電鉄 京浜急行鉄道株式会社 京急電鉄
新京阪電気鉄道株式会社 新京阪鉄道 阪急電鉄株式会社（京都本線） 阪急電鉄
駿豆鉄道株式会社 駿豆鉄道 伊豆箱根鉄道株式会社 伊豆箱根鉄道
西武鉄道株式会社 西武鉄道 西武鉄道株式会社（新宿線） 西武鉄道
大師電気鉄道株式会社 大師電鉄 京浜急行電鉄株式会社 京急電鉄
高崎水力軌道株式会社 高崎水力軌道 廃止 −
田口鉄道株式会社 田口鉄道 豊橋鉄道株式会社（田口線） 豊橋鉄道
竹鼻鉄道株式会社 竹鼻鉄道 名古屋鉄道株式会社（竹鼻線） 名古屋鉄道
玉川電気鉄道株式会社 玉川鉄道 東京急行電鉄株式会社（玉川線→廃止） 東急電鉄
筑摩電気鉄道株式会社 筑摩電鉄 アルピコ交通株式会社 アルピコ交通
（後に松本電気鉄道株式会社） 松本電気鉄道 （同上） （同上）
鶴見臨港鉄道株式会社 鶴見臨港鉄道 国有鉄道へ −
帝都電鉄株式会社 帝都電鉄 京王電鉄株式会社（井の頭線） 京王電鉄
東上鉄道株式会社 東上鉄道 東武鉄道株式会社（東上線） 東武鉄道
東京横浜電鉄株式会社 東京横浜電鉄 東京急行電鉄株式会社（東横線） 東急電鉄
豊川鉄道株式会社 豊川鉄道 国有鉄道へ −
奈良電気鉄道株式会社 奈良電鉄 近畿日本鉄道株式会社（京都線） 近畿日本鉄道
南海鉄道株式会社 南海鉄道 南海電気鉄道株式会社 南海電鉄
日本国有鉄道 国鉄 北海道旅客鉄道株式会社 JR北海道
（同上） （同上） 東日本旅客鉄道株式会社 JR東日本
（同上） （同上） 東海旅客鉄道株式会社 JR東海
（同上） （同上） 西日本旅客鉄道株式会社 JR西日本
（同上） （同上） 四国旅客鉄道株式会社 JR四国
（同上） （同上） 九州旅客鉄道株式会社 JR九州
（同上） （同上） 日本貨物鉄道株式会社 JR貨物
日本鉄道株式会社 日本鉄道 国有鉄道へ −
阪神急行電鉄株式会社 阪神急行電鉄 阪急電鉄株式会社 阪急電鉄
（後に京阪神急行電鉄株式会社） 京阪神急行 （同上） （同上）
阪神国道電気軌道株式会社 阪神国道電軌 阪神電気鉄道株式会社 阪神電鉄
阪和電気鉄道株式会社 阪和電鉄 国有鉄道へ −
広島瓦斯電軌株式会社 広島瓦斯電軌 広島電鉄株式会社 広島電鉄
福島電気鉄道株式会社 福島電鉄 福島交通株式会社 福島交通
美濃電気軌道株式会社 美濃電軌 名古屋鉄道株式会社（美濃線） 名古屋鉄道
名岐鉄道株式会社 名岐鉄道 名古屋鉄道株式会社 名古屋鉄道
目黒蒲田電鉄株式会社 目黒蒲田電鉄 東京急行電鉄株式会社（目黒線・多摩川線） 東急電鉄
山梨電気鉄道株式会社 山梨電鉄 山梨交通株式会社（廃止） −
横浜電気鉄道株式会社 横浜電鉄 横浜市交通局 −
和歌山電気軌道株式会社 和歌山軌道 南海電気鉄道株式会社（和歌山軌道線） 南海電鉄

（注）　記事掲載当時から現在まで、合併、名称変更などのない会社は本表では省略した。

凡例
1.��本書は当社の創立時から2018年（平成30年）9月までの100年間の歩みを記述したものである。過去に50年史、75年史を刊行しており、75年までは
これらの内容を圧縮し書き直すとともに、最近25年間の動きに重点を置いて新たに編集した。

2.��記述は原則として現代かなづかい、常用漢字を用いた。人名、会社名などの固有名詞については旧漢字を併用した。
3.��年号は原則として西暦を用い、適宜元号を付記した。
4.��会社、団体、個人などの名称は歴史的記述の通例にならい、敬称・敬語は省略した。
5.��会社名は原則として株式会社等組織形態の表記を省略した。また、外国の会社名はカタカナ表記としたが一部略称を用いたものもある。
6.��慣用語として呼称されているものは、特別の場合を除きこれを使用した（例：国鉄、JR東日本、JR東海など）。鉄軌道事業者の呼称については�
下表参照。

7.数字は原則としてアラビア数字を用いたが、文中では「億」「万」などの単位を表示した。
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